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平成２７年労第１８８号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による療養補償給付を支給し

ない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人は、平成○年○月○日、Ａ県Ｂ市所在のＣ会社（以下「事業場」という。）

に雇用され、○事業部Ｄ課において、コピー、プリンター等ＯＡ機器の補修部品

の梱包作業に従事していた。 

請求人によれば、平成○年○月頃に両手指に痛みを感じるようになり、更に同

年○月上旬頃から右膝に痛みが出現したため、産業医からの指示により休業して

いたところ、平成○年○月頃、自転車に乗ってブレーキをかけた際に、再び両手

指に痛みが生じたという。 

請求人は、同年○月○日、Ｅメディカルプラザに受診し「両手へバーデン結節」

と診断された後、同年○月○日、Ｆ病院に受診し「両母指ＣＭ関節症」と診断さ

れた。 

請求人は、上記傷病は業務上の事由によるものであるとして、監督署長に療養

補償給付の請求をしたところ、監督署長は、請求人に発症した傷病は業務上の事

由によるものとは認められないとして、これを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので

ある。 
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第２ 再審査請求の理由 

（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、請求人に発症した傷病が業務上の事由によるものであると認めら

れるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）請求人は、上肢に負担のかかる業務に従事したことにより手指の傷病を発症

したものであると主張するので、以下において上記１の決定書理由第２の１に

おいて引用した「上肢作業に基づく疾病の業務上外の認定基準」（以下「認定

基準」という。）に基づき検討する。 

ア 請求人は、事業場において、コピー、プリンター等ＯＡ機器の補修部品の

梱包等の上肢に負担のかかる作業に平成○年○月○日上旬から両手指の疾

患を発症した同年○月下旬まで約３か月弱従事していたものである。これは、

認定基準に定める「６か月程度以上」との要件には満たないものであるが、

当審査会としても、決定書理由第２の２の（２）のイに説示するとおり、認

定基準においては一定の傷病については、短期間に集中的に過度の負担がか

かった場合における発症を否定していないと思料されるものであり、請求人

は、従事期間の要件を満たしている余地があると判断する。 

イ もっとも、請求人は、平成○年○月と○月は見習い的に指導を受けながら

業務を行い、欠員が生じて業務量が増大した同年○月から本格的に独り立ち

して仕事を行ったとしており、独り立ちして本格的に業務に従事したのは１

か月足らずであるものと認められる。また、決定書理由第２の２の（２）の

キに説示するとおり、時間外労働時間の増加や休日出勤も認められないこと

などから、短期間において集中的に過重な業務に従事したとも認められない。
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以上のことから、当審査会としても、決定書理由第２の２の（２）のカに説

示するとおり、認定要件の「発症前に過重な業務に就労したこと」との要件

は満たしていないものと判断する。 

ウ なお、念のため請求人の手指の疾患に係る各医師の意見をみると、Ｆ医師

は「変性、加齢変化」と述べ、Ｇ医師は「作業による使い過ぎが原因となっ

た可能性は否定できないが、受傷から症状改善までの期間が長い印象があ

る。」と述べ、Ｈ医師は「疼痛の主因は基礎疾患である両手ヘバーデン結節

及び両母指関節症に由来するものであり、労働によるものではない。」と述

べ、Ｉ医師は「加齢に伴う変性疾患と捉えるのが通常である。本件について

は業務との因果関係は否定的である。」旨述べ、さらにＪ医師は「ＣＭ関節

症は日常生活や加齢で起きると考えられており、業務との因果関係はない。」

と明確に述べている。以上のように、いずれの医学的な見解においても請求

人の手指の傷病について業務との因果関係は否定されており、決定書理由第

２の２の（２）のケに説示するとおり、認定要件の「過重な業務への就労と

発症までの経過が、医学上妥当なものと認められること」との要件も満たさ

れていないことは明らかである。 

エ 以上のことから、請求人に発症した手指の傷病は、認定基準の要件を満た

しておらず、業務上の事由によるものとは認められない。 

（２）なお、請求人のその余の主張についても子細に検討したが、上記判断を左右

するものは見いだすことはできなかった。 

３ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした療養補償給付を支給

しない旨の処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


